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令和６年度 野木町人事行政運営等の状況を公表します

部門 区分
職員数 対前年

増減数
主な増減理由

5年度 6年度

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

 議会 3 3 0

総務 45 48 3 総務課付（1） 消防防災交通係（1）

未来創造係（1）

税務 12 11 ▲ 1 資産税係（▲ 1）

労働 0 0 0

農水 10 10 0

商工 4 4 0

土木 17 17 0

民生 15 15 0

衛生 15 17 2 環境リサイクル係（2）

小計 121 125 4

教育部門 29 29 0

消防部門 0 0 0

小計 150 154 4

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 4 4 0

下水道 4 4 0

その他 10 10 0

小計 18 18 0

合計 168［198］ 172［198］ 4［０］

【採用試験の実施状況】（令和６年度実績）

年齢 人数 構成比

19 歳以下 1名 0.6％

20 歳以上　29 歳以下 31 名 18.0％

30 歳以上　39 歳以下 70 名 40.7％

40 歳以上　49 歳以下 27 名 15.7％

50 歳以上　59 歳以下 40 名 23.3％

60 歳以上 3名 1.7％

合計 172 名 100.0％

【年齢階層別職員の状況】（令和６年４月１日）

　野木町の規定に基づき、令和６年度の野木町の職員人事行政等について、お知らせします。

１.職員の任免および職員数に関する状況

基準となる
主な職務

職員数 構成比

1級 主事 /主事補 19 名  11.0％

2 級 主事 18 名 10.5％

3 級 主査 48 名 27.9％

4 級 係長 /主任 46 名 26.8％

5 級 課長補佐 19 名 11.0％

6 級 課長 13 名 7.6％

7 級 部長 4名 2.3％

1 級

技能労務職

0名 0％

2級 0名 0％

3級 0名 0％

4級 5名 2.9％

計 172 名 100％

【等級別職員の状況】（令和６年４月１日）

◆職員数の状況

【部門別職員数の状況】（各年４月１日現在）

（注）１．令和６年度地方公共団体定員管理調査による。

　　２．職員数は一般職に属する職員数である。

　　３．［　　］内は、条例定数の合計である。

２.職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

①人件費の総額（令和６年度一般会計決算見込）

人口（令和６年３月３１日現在） 歳出額 人件費 人件費率

24,960 名 9,582,325 千円 1,633,668 千円 17.0％

※人件費には、職員給料・手当のほか、町長等特別職、議会議員、各種行政委員等に支給
　される給与、報酬が含まれています。

②一般職員の給与費（令和６年度一般会計決算見込）

給料 568,594 千円

職員手当 135,537 千円

期末勤勉手当 240,574 千円

計 944,705 千円

③特別職の報酬、手当（令和６年４月１日現在）

給
料

区分 給料月額等

町長 780,000 円

副町長 620,000 円

教育長 580,000 円

試験区分 受験者
最終
合格者

一般行政職
（令和 6年 6月採用）

保健師 1名 1名

社会福祉士 3名 1名

土木技師 1名 ー

一般行政職
（令和 7年 4月採用・

一次募集）

一般事務 41 名 8 名

一般事務（障がい者対象） 2名 ー

土木技師 ー ー

一般行政職
（令和 7年 4月採用・

二次募集）

一般事務 51 名 3 名

一般事務（障がい者対象） 6名 ー

土木技師 2名 ー

問総務課 撒（57）4158

【退職者数】（令和６年度実績）

区分 定年退職 早期退職 普通退職 計

一般行政職 2 3 4 9

技能労務職 1 0 0 1

計 3 3 4 10

◆職員数・定員管理の状況

期
末
手
当

区分 給料月額等

町長
6月期 1.700 月分

12 月期 1.700 月分
副町長

教育長

計 3.400 月分

区分 給料月額等

議長
6月期 1.700 月分

12 月期 1.700 月分
副議長

議員

計 3.400 月分

報
酬

区分 給料月額等

議長 350,000 円

副議長 280,000 円

議員 260,000 円

※定年退職には定年引上げに伴う定年前退職を含む

試験区分 受験者
最終
合格者

一般行政職
（令和 7年 4月採用・

三次募集）
一般事務 17 名 4 名

一般行政職
（令和 7年 4月採用・

管理栄養士）
管理栄養士 5名 1名
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⑦職員の手当状況（令和６年度実績）

⑧勤務時間の状況

　● 始業終業時間　８時３０分～１７時１５分
　※勤務の特殊性がある場合は、別に勤務時間を定めます。
　● 休憩時間　１２時～１３時

⑨年次有給休暇

　● 一の年度において、２０日以内
　● 取得状況　平均使用日数１２.０日

⑩特別休暇

　　特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、忌引、交通機関 
　の事故その他特別の事由により勤務しないことが相当で 
　ある場合に認められる休暇

期末勤勉
手当

支給月 期末手当 勤勉手当

6月期 1.225 月分 0.985 月分

12 月期 1.275 月分 1.035 月分

計 2.500 月分 2.020 月分

職制上の段階、勤務の級等による加算措置があります。

通勤手当
公共交通機関利用 運賃相当額

自家用車など利用 2km 以上 2,000 円から

区分 内容

扶養手当

配偶者 6,500 円

子 10,000 円

その他の扶養親族 6,500 円

16 歳から 22 歳の子 1人につき 5,000 円加算

時間外手当

6年度
支給総額 61,038 千円

職員１人当たり支給年額 402 千円

5年度
支給総額 53,646 千円

職員１人当たり支給年額 358 千円

特殊勤務
手当

職員全体に占める手当支給職員の割合 1.97％

支給総額 160 千円

手当の種類（手当数） 4

区分 内容

退職手当

勤続年数 自己都合 応募・定年

20 年 19.6695 月分 24.586875 月分

25 年 28.0395 月分 33.27075 月分

35 年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退職者応募認定制度による特別措置があります。

３.職員の休業に関する状況

（1）育児休業
◆育児休業および部分休業
　【概要】子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、職員の
　　　福祉を増進するとともに、行政の円滑な運営に資する
　　　ことを目的とする制度

　● 育児休業利用状況　７名
　　（生後３年に達しない子を養育している職員）
　● 部分休業利用状況　７名
　　（３歳に満たない子を養育している職員が復職した場合
　　に取得できる・勤務しない時間給与減額）

（2）自己啓発休業
　地方公務員法第２６条の５の規定に基づき、公務に関する
能力向上を目的として、大学等課程の履修または国際貢献活
動のため休業する制度

　● 自己啓発休業利用状況　なし

④職員の平均給料月額および平均年齢
　（令和６年４月１日現在）

⑤職員の初任給
　（令和６年４月１日現在）

区分
給料月額
（平均）

平均年齢

一般行政職
（事務職員、技術職員）

302,700 円 39.9 歳

技能労務職
（運転手、用務員）

287,300 円 55.1 歳

区分 支給額

一般行政職
大学卒 196,200 円

高校卒 166,600 円

技能労務職 高校卒 164,000 円

⑥職員の経験年数別・学歴別給料月額
　（令和６年４月１日現在）

区分
経験年数
10 年

経験年数
20 年

経験年数
30 年

一般
行政職

大学卒 261,771 円 355,567 円 395,350 円

高校卒 224,100 円 326,400 円 386,200 円

⑪介護休暇

　【概要】職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、
　　　疾病または老齢により日常生活を営むのに支障がある
　　　ものの介護で、勤務しないことが相当と認められる場
　　　合で、その勤務しない時間につき給与減額をする制度

　● 取得状況　なし

⑫介護時間

　【概要】職員が要介護者の介護をするため、１日の勤務時間
　　　内の一部につき勤務しないことが相当と認められる場
　　　合で、その勤務しない時間につき給与減額をする制度

　● 取得状況　１名

⑬病気休暇

　【概要】職員が負傷または疾病のため療養する必要がある 
　　　場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
　　　れる場合における休暇

　● 医師等の証明書が必要な病気休暇の取得状況　６名

（3）修学部分休業
　地方公務員法第２６条の２の規定に基づき、公務に関する
能力向上を目的として、学校教育法に規定する各種教育施設
で、勤務時間の一部を修学のために休業する制度

　● 修学部分休業利用状況　なし

（4）配偶者同行休業
　地方公務員法第２６条の６の規定に基づき、配偶者の勤務
や修学等の外国滞在に同行するため休業する制度

　● 配偶者同行休業利用状況　なし

（1）分限処分
　【概要】地方公務員法第２８条の規定に基づき、職員の意に反する降任、免職、休職をさせることができる制度

　● 分限処分の状況　４名

（2）懲戒処分
　【概要】地方公務員法第２９条の規定に基づき、戒告、減給、停職および免職の処分をする制度

　● 懲戒処分の状況　なし　

４.職員の分限処分および懲戒処分の状況

住居手当 借家 家賃に応じて 28,000 円以内

　



（6）

区分 内容

目的

職員の能力および業績を公正に把握することで、主体的かつ 
高い能力を持った公務員の育成を行うとともに、能力・実績に 
基づく人事管理により、組織全体の士気高揚、公務能率の向上、
住民サービス向上を図る。

評価対象者 一般職の職員

評価項目

【能力評価】評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の
過程において発揮された職員の能力を客観的に評価

【業績評価】職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他
設定目標以外の取組により、その業務上の業績を客観的に評価

評価期間 毎年４月１日から翌年３月３１日まで

（1）研修の実施状況（受講者数）

　● 小山地区職員研修協議会研修…１２９名
　● 栃木県市町村職員研修協議会研修…２９名
　● 町自主研修等…１５５名

（2）職員の人事評価の実施状況
　「人事評価制度」を平成２８年度から導入・実施し、
令和５年度の評価結果については、令和６年度
６月期および１２月期の勤勉手当、1月期の昇給に
反映しました。

７.職員の研修および人事評価の状況

（1）職員の健康の保持増進対策

　● 健康診断…一般健康診断、がん検診、ストレスチェック診断 　● メンタルヘルス対策…カウンセリングの実施

（2）労働安全衛生に関する事項

　● 野木町職員衛生委員会の設置

（3）公務災害補償の実施状況
　【概要】地方公務員法第４５条第１項の規定に基づき、職員が公務により死亡、負傷若しくは疾病し、または障害状態 
　　　なった場合において、補償する制度　● 認定件数　０件

（4）職員互助会への補助の実施状況

　● 職員互助会が実施する職員の福利厚生事業に対し、１人当たり１，５００円の補助をしています。

８.職員の福祉および利益の保護の状況

　係属事案はなく、令和６年度に新たな措置要求はなかった。

９.勤務条件に関する措置の要求の状況

　係属事案はなく、令和６年度に新たな不服申し立てはなかった。

１０.不利益処分に関する不服申し立ての状況

（1）服務規律の概要
　全体の奉仕者として、公共の利益のために勤務し、誠実かつ公正に職務に専念する規律

（2）服務規律の確保のために

　● 地方公務員として相応しい接客等を行うために野木町職員接遇マニュアルの実施
　● 野木町人材育成基本方針の実施

５.職員の服務の状況

　退職時課長職以上の職員で、令和７年４月１日以降再就職した者　なし（本町で再任用された者を除く）

６.退職管理の状況

　

 

に配ったりもしました。春から秋にかけては作物の面倒

を見ながら収穫に励んで楽しい限りでした。しかし秋か

ら冬は作るものは無くいきおい畑に行くことも少なくな

り、収穫が済んでからは次の春の植付けまでは放ってお

く状態で雑草が生え茂ります。よって次の春からは、ま

た草取りから種まきのための耕し作業というその繰り返

しで過ごしてきました。

　ところが今年の初めになって、地主さんから畑を太陽

光発電に使うために返還を申し渡されました。その後は

ソーラーパネル設置工事がなされ、それまでの畑地全体

がパネルで覆われました。今は外気を汚染することも無

く太陽光による発電がなされています。

　太陽光発電は発電時に二酸化炭素を排出せず、化石燃料

の燃焼により得られる火力発電に比べて環境に与える影響

が穏やかな優れた技術といえます。結果として無農薬野菜

栽培というこれも環境に対する負荷が少ない作業から、太

陽光発電へとバトンタッチが出来たと考えています。

　約４０年前に埼玉から野木町に引っ越してきました。

住まいとしては木造建売住宅の団地内の一軒を購入しま

した。最寄りの駅はＪＲ宇都宮線古河駅です。古河駅か

ら野木方向に歩いて約十数分のところです。そこは土地

権利書には「…野木町大字野渡字古河境」とあるように、

我が家は古河から一歩野渡に入ったところにあり、すぐ

裏側は古河市になります。古河市は明らかに都会然とし

ていますが野渡周辺は未だ高い建物は少なく、見晴らし

の良い風景が広がっています。

　越して来てしばらく経って、近くの畑地の一部を借り

て近所の方と畑仕事を始めました。無農薬で主に葱など

の葉物とジャガイモ、サツマイモ（種類は私の好みの紅

はるか）、カボチャ、トウモロコシといったものを育て

て収穫し自宅で消費したり実家に持っていって知り合い

広報連絡委員レポート呉４７１

無農薬野菜栽培から太陽光発電へ

野渡地区　広報連絡委員　中村　良雄


